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４
月
号
で
お
知
ら
せ
し
ま
し
た
と
お
り
、
今
年　

月
か
ら
、
公
的
年
金

１０

等
に
か
か
る
個
人
市
県
民
税
の
特
別
徴
収
（
年
金
か
ら
の
天
引
き
）
が
始

ま
り
ま
す
。
こ
れ
は
、
公
的
年
金
等
の
支
給
者
（
社
会
保
険
庁
等
）
が
個

人
市
県
民
税
を
年
金
か
ら
天
引
き
し
、
年
金
受
給
者
に
代
わ
っ
て
市
へ
納

入
す
る
制
度
で
す
。

　

な
お
、
こ
の
制
度
は
納
税
方
法
を
変
更
す
る
も
の
で
あ
り
、
新
た
な
税

負
担
が
生
じ
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

今
月
号
で
は
、
納
付
方
法
や
、
制
度
に
関
し
て
問
い
合
わ
せ
の
多
い
質

問
に
つ
い
て
お
答
え
し
ま
す
。

対
象
者
等

　

特
別
徴
収
さ
れ
る
年
度
の
初
日

（
４
月
１
日
）
現
在
、
老
齢
基
礎
年
金

等
を
受
給
し
て
い
る　

歳
以
上
の
人

６５

で
、
公
的
年
金
等
に
か
か
る
市
県
民

税
が
賦
課
さ
れ
る
人
が
対
象
で
す
。

　

た
だ
し
、
老
齢
基
礎
年
金
等
の
年

額
が　

万
円
未
満
の
人
や
、
介
護
保

１８

険
料
の
特
別
徴
収
対
象
被
保
険
者
で

な
い
人
、
特
別
徴
収
税
額
が
年
金
支

給
額
を
超
え
る
人
は
対
象
と
な
り
ま

せ
ん
。

　

ま
た
、
障
害
年
金
や
遺
族
年
金
と

い
っ
た
非
課
税
所
得
年
金
は
対
象
に

な
り
ま
せ
ん
。

特
別
徴
収
税
額
の
通
知

　

６
月
に
送
付
す
る
「
市
県
民
税
納

税
通
知
書
」
で
、
普
通
徴
収
と
公
的

年
金
等
か
ら
特
別
徴
収
さ
れ
る
市
県

民
税
額
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

納
付
方
法

○
平
成　

年
度
（
表
①
）

２１

　
　

月
支
給
分
の
年
金
か
ら
特
別
徴

１０
収
が
開
始
と
な
る
た
め
、
年
税
額
の

２
分
の
１
の
額
を
、
６
月
と
８
月
に

納
付
書
や
口
座
振
替（
普
通
徴
収
）で

納
め
て
い
た
だ
き
ま
す
。

　

上
半
期
に
普
通
徴
収
し
た
額
を
差

し
引
い
た
残
り
の
額
を
、
下
半
期
の

　

月
・　

月
・
２
月
の
年
金
支
給
月

１０

１２

に
特
別
徴
収
し
ま
す
。

○
平
成　

年
度
以
降
（
表
②
）

２２

　

上
半
期
は
、
前
年
度
下
半
期
に
特

別
徴
収
し
た
税
額
の
３
分
の
１
ず
つ

（
前
年
度
２
月
分
）
の
額
を
、
４
月
・

６
月
・
８
月
の
年
金
支
給
月
に
特
別

徴
収
（
仮
徴
収
）
し
ま
す
。

　

下
半
期
に
は
、
確
定
し
た
年
税
額

公
的
年
金
等
に
か
か
る

個
人
市
県
民
税
の
特
別
徴
収
に
つ
い
て

下半期（特別徴収）上半期（普通徴収）

２ 月１２ 月１０ 月８ 月６ 月

１０,０００円
（年税額の１/６）

１０,０００円
（年税額の１/６）

１０,０００円
（年税額の１/６）

１５,０００円
（年税額の１/４）

１５,０００円
（年税額の１/４）

年税額

特　別　徴　収

下半期（本徴収）上半期（仮徴収）

２ 月１２ 月１０ 月８ 月６ 月４ 月

１０,０００円
（仮徴収控除
後額の１/３）

１０,０００円
（仮徴収控除
後額の１/３）

１０,０００円
（仮徴収控除
後額の１/３）

１０,０００円
（前年度２月
分の徴収額）

１０,０００円
（前年度２月
分の徴収額）

１０,０００円
（前年度２月
分の徴収額）

年税額

表①　平成２１年度の納付方法（例：個人市県民税が６０,０００円の場合）

表②　平成２２年度以降の納付方法（例：個人市県民税が６０,０００円の場合）

�



平成 21 年（2009）5 月〈７〉

か
ら
仮
徴
収
し
た
額
を
控
除
し
た
額

の
３
分
の
１
ず
つ
を
、　

月
・　

月
・

１０

１２

２
月
の
年
金
支
給
月
に
特
別
徴
収

（
本
徴
収
）
し
ま
す
。

年
金
特
別
徴
収
に
関
す
る

Ｑ
＆
Ａ

　
　
　

特
別
徴
収
に
す
る
か
ど
う
か

　
　

を
、
自
分
で
選
ぶ
こ
と
は
で
き

ま
す
か
。

　

本
人
の
意
志
に
よ
る
選
択
は

認
め
ら
れ
て
い
ま
せ
ん
。

　

対
象
と
な
る
年
金
を
２
種
類

受
給
し
て
い
た
ら
、
ど
の
年
金

か
ら
特
別
徴
収
さ
れ
ま
す
か
。

　

複
数
の
年
金
を
受
給
し
て
い

る
場
合
は
、
受
給
額
の
多
少
に

か
か
わ
ら
ず
、
次
の
優
先
順
位
に
よ

り
、
高
順
位
の
一
つ
の
年
金
か
ら
特

別
徴
収
さ
れ
ま
す
。

１ . 

国
民
年
金
法
に
よ
る
老
齢
基
礎

年
金

２ . 

旧
国
民
年
金
法
に
よ
る
老
齢
年

金
等

３ . 

旧
厚
生
年
金
保
険
法
に
よ
る
老

齢
年
金
等

４ . 

旧
船
員
保
険
法
に
よ
る
老
齢
年

金
等

５ . 

旧
国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
等

に
よ
る
退
職
年
金
等

６ . 

移
行
農
林
年
金
の
う
ち
の
退
職

年
金
等

７ . 

旧
私
立
学
校
教
職
員
共
済
組
合

法
に
よ
る
退
職
年
金
等

８ . 

旧
地
方
公
務
員
共
済
組
合
法
等

に
よ
る
退
職
年
金
等

　

介
護
保
険
料
を
特
別
徴
収
さ

れ
て
い
ま
し
た
が
、
年
度
途
中

で
保
険
料
が
変
更
に
な
り
、
普
通
徴

収
に
切
り
替
わ
り
ま
し
た
。
市
県
民

税
は
ど
う
な
り
ま
す
か
。

　

介
護
保
険
料
の
特
別
徴
収
の

対
象
者
で
な
く
な
っ
た
場
合

は
、
市
県
民
税
も
普
通
徴
収
に
切
り

替
わ
り
ま
す
。

　

介
護
保
険
料
と
国
民
健
康
保

険
税
（
ま
た
は
後
期
高
齢
者
医

療
保
険
料
）
の
合
計
が
年
金
額
の
２

分
の
１
を
超
え
る
場
合
は
、
介
護
保

険
料
だ
け
が
特
別
徴
収
さ
れ
ま
す

が
、市
県
民
税
は
ど
う
な
り
ま
す
か
。

　

年
金
額
か
ら
所
得
税
と
介
護

保
険
料
を
差
し
引
い
た
残
り
の

額
が
市
県
民
税
額
よ
り
大
き
い
場
合

に
は
、
市
県
民
税
は
特
別
徴
収
の
対

象
と
な
り
ま
す
。

　

介
護
保
険
料
と
市
県
民
税
で

特
別
徴
収
さ
れ
る
年
金
が
異
な

る
場
合
が
あ
り
ま
す
か
。

　

介
護
保
険
料
と
同
一
の
年
金

か
ら
特
別
徴
収
さ
れ
ま
す
。

　

た
だ
し
、
市
県
民
税
の
課
税
対
象

と
な
ら
な
い
障
害
年
金
や
遺
族
年
金

か
ら
介
護
保
険
料
が
特
別
徴
収
さ
れ

て
い
る
人
は
、
市
県
民
税
は
普
通
徴

収
と
な
り
ま
す
。

　

公
的
年
金
以
外
に
給
与
所
得

が
あ
り
ま
す
。
公
的
年
金
所
得

に
か
か
る
市
県
民
税
を
、
給
与
か
ら

ま
と
め
て
特
別
徴
収
で
き
ま
す
か
。

　

公
的
年
金
所
得
に
か
か
る
市

県
民
税
は
、
年
齢
に
か
か
わ
ら

ず
、
給
与
か
ら
特
別
徴
収
す
る
こ
と

は
で
き
ま
せ
ん
。

　

給
与
か
ら
特
別
徴
収
で
き
る
の

は
、
給
与
所
得
と
公
的
年
金
等
に
か

か
る
所
得
以
外
の
所
得
に
対
す
る
市

県
民
税
の
み
で
す
。

　

公
的
年
金
所
得
と
給
与
所
得

そ
れ
ぞ
れ
に
か
か
る
市
県
民
税

の
特
別
徴
収
が
あ
り
ま
す
が
、
算
出

方
法
は
ど
う
な
り
ま
す
か
。

　

公
的
年
金
所
得
と
給
与
所
得

を
合
算
し
て
、
市
県
民
税
額
の

合
計
「
Ａ
」を
算
出
し
ま
す
。次
に
、
給

与
所
得
に
か
か
る
市
県
民
税
額
「
Ｂ
」

を
算
出
し
ま
す
。「
Ａ
」
か
ら
「
Ｂ
」
を

差
し
引
き
、
公
的
年
金
所
得
に
か
か

る
市
県
民
税
額
を
算
出
し
ま
す
。

　

公
的
年
金
所
得
と
給
与
所

得
に
か
か
る
特
別
徴
収
が
両

方
あ
る
場
合
に
は
、
市
県
民
税
の
均

等
割
額
は
、
ど
ち
ら
か
ら
特
別
徴
収

さ
れ
ま
す
か
。

　

給
与
か
ら
特
別
徴
収
さ
れ

ま
す
。

　

年
度
途
中
で
市
県
民
税
額

が
変
更
に
な
り
ま
し
た
。
年
金

か
ら
の
特
別
徴
収
は
、
変
更
後
の
税

額
で
継
続
さ
れ
ま
す
か
。

　

こ
の
場
合
に
は
、
特
別
徴
収

は
中
止
と
な
り
、
徴
収
済
額
を

除
い
た
残
額
の
す
べ
て
が
、
普
通
徴

収
に
切
り
替
わ
り
ま
す
。

　

そ
の
後
、
翌
年
度　

月
支
給
分
の

１０

年
金
か
ら
、
特
別
徴
収
が
再
開
さ
れ

ま
す
。

■
問
い
合
わ
せ　

税
務
課
市
民
税
係
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